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税務訴訟資料 第２５８号－１１０（順号１０９６８） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成●●年（○○）第●●号 

法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（諏訪税務署長、神田税務署長） 

平成２０年６月１２日棄却・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 原告会社グループの経営会議において、原告子会社は、平成１３年度の経常利益が１億円近い黒

字となることが予測された一方で、原告親会社は、同年度の経常利益が２億円近い赤字となることが

予測され、各経営会議においても、引き続き原告子会社は平成１３年度の決算が黒字予測であるにも

かかわらず、原告親会社は赤字予測であったことから、原告親会社の銀行取引との関係などから原告

親会社の決算を黒字にするために、原告子会社の利益を外注費として原告親会社に振り替えることに

より、原告親会社の決算を黒字にすることが検討され、得意先から受注したソフトウェアの開発につ

いて不具合が発生したこととして、原告子会社から原告親会社に本件不具合対応業務を発注すること

によって、原告子会社の利益を原告親会社に振り替えることなどが決定されたことが認められるとさ

れた事例 

(2) 原告会社グループの経営会議資料によれば、一貫して、原告親会社に資金不足の懸念があるとい

う認識が示され、原告親会社の資金繰り対策として、原告親会社が、銀行や原告子会社から融資を受

ける方策が繰り返し検討されていたところ、実際に、原告親会社は、検討されたとおりに借入れを行

ったことが認められ、役員らが、原告親会社について資金不足のおそれを懸念し、それに対する方策

を検討し、実際に実行していたものであると認められ、このような原告親会社の資金不足の状況は、

原告子会社から原告親会社への利益の振替えの前提ないし動機として認められるとされた事例 

(3) 本件訴え提起後に作成した書証により、原告親会社に資金不足は生じていないとの原告らの主張

が、同書証記載の当座比率や流動比率は、経営会議で示された数値とは大幅に異なるものであり、し

かも、経営会議においては、当時示された数値を基に、原告らの代表取締役や取締役等の経営幹部が、

毎月のように資金不足の懸念を示していたのであり、そして現に、原告親会社は、多額の資金を借り

入れているのであって、他に経営会議等に、原告親会社の資金状況等について、あえて事実と異なる

数値が示されたことについて首肯しうる合理的な事情は何ら見受けられないから、上記書証によって、

原告親会社に資金不足が生じているという認定を覆すには足りず、他に同認定を覆すに足りる証拠は

ないとして排斥された事例 

(4) 原告会社グループの経営会議の資料には、原告子会社の経常利益と原告親会社及び訴外の子会社

の経常損失を通算し、原告会社グループ全体としての経常利益を算定し、当該経常利益のほぼ２分の

１の金額ずつを原告子会社及び原告親会社に振り替え、また、訴外の子会社の経常利益をゼロにする

ことによって、原告会社グループ全体としての法人税等を減少させる試算を行っていることが認めら

れ、同様の試算を繰り返した結果、原告子会社から原告親会社に対する振替額を確定したものと認め

られることから、本件不具合対応外注費の額は、本件不具合対応業務の現実の作業実績に基づいて試

算、決定されたのではなく、むしろ、専ら原告会社グループ全体としての利益調整という観点から試

算し、決定されたということができるとされた事例 

(5) 技術担当の取締役が本件不具合対応業務の作業時間を見積もり、これを基に経営管理担当の常務
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取締役が「２００１年度決算対応」を作成し、振替額を算定したものであるとの原告会社らの主張が、

その後に作成されたグループ会社全体の決算の試算は、上記数字と異なり、技術担当の取締役の見積

りに基づいた試算が行われていないことは明らかであり、むしろ、原告子会社の経常利益と原告親会

社及び訴外の子会社の経常損失を通算し、これを調整することによって算定されたものであると解さ

れるとして排斥された事例 

(6) 本件不具合対応業務に係るシステムの開発費用として得意先から受注した額に対して、これらの

システムに関する本件不具合対応に係る外注費の額が多額に上り、受注額全体の６割以上を占めてし

まうという事態になっているにもかかわらず、原告らの技術担当の取締役は、原告会社グループの経

営会議において、毎回、経営会議資料の添付資料を作成してソフトウェア本体の開発状況について報

告していたにもかかわらず、本件不具合対応業務については、これらの資料には一切記載しなかった

だけでなく、口頭での報告すらしていなかったことが認められるうえ、得意先に対する売上は、原告

子会社の売上の９０パーセント以上を占めることが認められ、真に得意先に納品したシステムに不具

合が発生したのであれば、その進捗状況やそれに要する費用等は、原告会社グループの経営会議にお

ける重要な関心事であると解されるところ、技術担当の取締役は、この状況について、経営会議に提

出したソフトウェアの開発状況資料に全く記載せず、口頭での報告さえもしていないというのであり、

さらに、本件不具合対応業務の進捗状況に関する記載は、原告会社グループの経営会議の議事録等に

は一切見当たらないのであって、およそ真に多額の費用を要する不具合対応業務が行われていたとす

れば、通常考え難い状況であるといわざるを得ないとされた事例 

(7) ソフトウェアに生じたとされる不具合の発生状況、本件不具合対応業務の存否及び内容等につい

て検討するに、本件不具合対応業務に係る６つのシステムの開発状況及び不具合の発生状況について

は、６つのシステムのうち①４つのシステムは、開発作業の中止、中断等の理由によって、平成１３

年度末までにそもそもシステム本体が納品されておらず、不具合対応業務は同時期までにはされてい

なかったと推認され、②また、１つのシステムは、不具合が改善された後のシステムが納品されると

ともに、使い勝手の改善は、原告子会社の従業員限りで対応が可能なものであって、その作業は平成

１４年１月には完了しており、③さらに、１つのシステムは、そもそも不具合が生じていなかったと

認められるのであって、そもそも本件不具合対応業務が存在したとは考え難いとされた事例 

(8) 本件不具合対応業務の外注を受けた原告親会社の従業員が、実際に本件不具合対応業務を行った

か否かについて、原告子会社が提出した「作業実績調査結果」によれば、原告親会社の従業員合計３

０名が本件不具合対応業務に従事したとされているが、そもそもシステムに不具合が発生しなかった

ことが認められることから、原告親会社の従業員が本件不具合対応業務に従事した旨を記載した「作

業実績調査結果」は、そもそも全体として、その信憑性に極めて乏しいものであるとされた事例 

(9) 個別的に見ると、「作業実績調査結果」に記載されている従業員のうち５名については、その記載

が事実とは到底認められず、このように、およそ事実であるとは到底認められない本件不具合対応業

務の作業実績が多数記載されている「作業実績調査結果」は、およそ、本件不具合対応業務を仮装す

るために作出された資料であるというほかなく、内容についておよそ信用するに足りないといわざる

を得ないから、そこに記載された作業実績をもって本件不具合対応業務が存在したものとは到底認め

られないとされた事例 

(10) 「作業実績調査結果」に記載された従業員のうち１６名については、本件不具合対応業務に従事

するための技術的能力を有しないか、あるいは、他の開発業務等に従事していたために本件不具合対

応業務に従事できる環境になかったことが認められ、いずれも本件不具合対応業務に従事したとは認
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められないのであって、このように、およそ事実であるとは認められない本件不具合対応業務の作業

実績が多数記載されている「作業実績調査結果」は、それ自体が全体として本件不具合対応業務を仮

装するために作出された資料であると認めるほかなく、そこに記載された作業実績をもって本件不具

合対応業務が存在したものとはおよそ認めることはできないとされた事例 

(11) 課税庁係官が、調査時において、原告親会社の社員である４名から、同人らが本件不具合対応業

務に従事した事実を確認したはずであるとの原告らの主張が、証拠によれば、課税庁係官による事情

聴取は、同係官が、従業員から真実の話を聴取したいので、個別に面接させていただきたいと依頼し

たところ、原告親会社の代表取締役がこれを拒否し、取締役らの立会いを要求し、結局、取締役ら立

会いの下で、質疑応答され、さらに、代表取締役が、聴取書を作成して従業員に署名押印させること

を固く拒否したことから、聴取書も作成することができなかったことが認められ、このように、役員

らの有形無形の強い圧力のもとで、原告親会社の一社員である上記４名が、本件不具合対応業務につ

いて真実を述べたものとはおよそ解することはできず、その内容についても、代表取締役の妨害によ

り聴取書さえ存在しないのであって、この点に関する原告らの主張は到底採用できないとして排斥さ

れた事例 

(12) 本件訴え提起後に原告らが行ったアンケート調査に対し、原告親会社の現役ないし元従業員が、

本件不具合対応業務に従事した旨回答していることを根拠として、本件不具合対応業務が存在してい

たとの原告らの主張が、上記アンケートは、「作業実績調査結果」と同じ内容の作業実績表を添付し

て、その作業実績に誤りがないかどうかを問い、これを常務取締役宛てに回答するように求めるもの

であるところ、その「作業実績調査結果」には、そもそも事実と異なる作業実績が記載されていて、

その記載内容に信憑性がないのであって、作業実績表の記載どおりに不具合対応業務に従事したなど

とする回答結果を直ちに信用することは困難であるといわざるを得ないとして排斥された事例 

(13) 原告親会社が得意先に納品した本件不具合対応業務のプログラムＣＤ－ＲＯＭには、原告親会社

の従業員らの氏名が記録されており、改ざんのしようがないから、原告親会社の従業員が本件不具合

対応業務に従事したことは明らかであるとの原告の主張が、本件不具合対応ＣＤ－ＲＯＭから出力し

たとされるスクリプトの表示には、修正作業を行った者の氏名が記録されていると認められるが、そ

もそも修正作業を行った本人の氏名が必ず記録されるという保証はなく、また、本件不具合対応ＣＤ

－ＲＯＭに氏名が記録されている上記従業員中、プログラムを修正する能力を有しないと認められる

者の氏名も記録されているのであって、さらに、本件不具合対応ＣＤ－ＲＯＭは、経営会議によって

決定された決算方針に基づいてはじめて作成することが決定され、作成されたものであり、このこと

は、そのような者が本件不具合対応業務に従事したことを裏付けるものではなく、むしろ、原告親会

社が得意先に納品した本件不具合対応ＣＤ－ＲＯＭそのものが本件不具合対応業務を仮装するため

に作出されたものであることを推認させるものであるとして排斥された事例 

(14) 本件不具合対応業務に係るシステムについて、実際に不具合が発生していたことは、本件不具合

対応業務に係る外注申請書、御見積書、注文書、注文請書、納品書、検収書及び請求書が存在するこ

とや、原告子会社と得意先が締結した覚書において、本件不具合の発生が確認されていることから明

らかであるとの原告らの主張が、本件不具合対応業務が存在しないことは、前記のとおりであり、そ

れにもかかわらず、あたかも本件不具合対応業務が存在したかのような記載がされている原告子会社

作成の外注申請書等及び覚書は、いずれも、およそ真実を記載したものとは認められないとして排斥

された事例 

(15) 原告会社グループの経営会議によって決定された決算方針に基づいて原告子会社の原告親会社
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に対する利益の振替えを実施するための手順を記載した「作業項目」と題する書面によれば、外注申

請書、御見積書、注文書、注文請書、納品書、検収書及び請求書並びに本件覚書については、いずれ

も、上記経営会議後に作成日付を遡って作成することが決定されたものであることが認められるので

あって、そもそもの信憑性が乏しいものであるとされた事例 

(16) 原告会社グループの代表取締役及び課税庁の係官の証言によれば、得意先の担当者は、原告子会

社の取締役らから、覚書に記名押印することを求められた際、覚書の作成日付が約３か月前の日付に

なっていたことや、不具合対応の対象として改善要求していない他のシステムも記載されていたこと

に気付いたが、原告子会社の取締役らから原告親会社の社内的に必要であると言われたことから、言

われるままに記名押印したものであること、また、得意先の担当者は、原告子会社の代表取締役から

写真代と称してリベートを受け取っていたことがそれぞれ認められ、これらのことからすれば、その

担当者が、上記のとおり事実と異なる内容が記載された覚書に記名押印したとしても、そのことが格

別不自然ではなく、覚書は、到底信用できないものといわざるを得ないとされた事例 

(17) 原告子会社は、代表取締役や経営管理担当の取締役らにおいて、本件不具合対応業務の実体が存

在しないことを十分に知悉していたにもかかわらず、内容虚偽の注文書及び注文請書等を作成するな

どして外注費に仮装し、原告子会社の法人税、消費税及び地方消費税について納付すべき税額を過少

に申告していたものであると認められるから、この原告子会社の行為は、国税通則法６８条１項（重

加算税）に規定する「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠

ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたとき」

に該当するとされた事例 

(18) 原告子会社は、代表取締役や経営管理担当の取締役らにおいて、平成１３年度において本件不具

合対応業務が存在しないことを十分に知悉していたにもかかわらず、原告子会社が原告親会社に本件

不具合対応業務を発注した旨の虚偽の注文書、及び原告親会社が原告子会社から本件不具合対応業務

を受注した旨の虚偽の注文請書を作成するとともに、原告子会社の総勘定元帳の外注加工費科目に寄

附金を仮装計上していたことが認められるから、この原告子会社の行為は、法人税法１２７条１項３

号（青色申告の承認の取消し）に規定する「帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して

記載し又は記録し」た場合に該当するとされた事例 

判 決 要 旨  

(1)～(18) 省略 

 

判 決 

第１事件原告     Ａ株式会社 

同代表者代表取締役  甲 

第２事件原告     Ｂ株式会社 

同代表者代表取締役  甲 

原告両名訴訟代理人弁護士 伊達 俊二 

           馬目 順子 

被告         国 

同代表者法務大臣   鳩山 邦夫 

処分行政庁（第１事件）諏訪税務署長 廣井 良一 

同（第２事件）    神田税務署長 菅原 恒夫 
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被告指定代理人    吉田 俊介 

           村手 康之 

同（第１事件）    中坪 敬治 

           渡邊 雅行 

           清野 将史 

同（第２事件）    鈴木 博 

           佐藤 宣弘 

           茅野 純也 

 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

（第１事件） 

１ 諏訪税務署長が、第１事件原告に対し、平成１５年５月２９日付けでした平成１３年

４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度以後の法人税の青色申告承認取消

処分を取り消す。 

２ 諏訪税務署長が、第１事件原告に対し、平成１５年５月３０日付けでした平成１３年

４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度に係る法人税更正処分（ただし、平

成１７年６月２２日付け裁決による一部取消後のもの）中の納付すべき税額１１２６万

８１００円を超える部分及び当該法人税に係る重加算税賦課決定処分（ただし、同裁決

による一部取消後のもの）を取り消す。 

３ 諏訪税務署長が、第１事件原告に対し、平成１５年５月３０日付けでした平成１３年

４月１日から平成１４年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の更

正処分（ただし、平成１７年６月２２日付け裁決による一部取消後のもの）中の納付す

べき消費税の額２３４０万３７００円及び納付すべき地方消費税の額５８５万０９０

０円を超える部分並びに当該消費税及び地方消費税に係る重加算税賦課決定処分（ただ

し、同裁決による一部取消後のもの）を取り消す。 

（第２事件） 

 神田税務署長が、第２事件原告に対し、平成１６年６月２９日付けでした平成１４年４

月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度に係る法人税更正処分中の納付すべき

税額５２５万６７００円を超える部分及び当該法人税に係る過少申告加算税賦課決定処

分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、ソフトウエア開発業を営む第１事件原告Ａ株式会社（以下「原告Ａ」という。）

が、その親会社である第２事件原告Ｂ株式会社（以下「原告Ｂ」という。）に対し、ソフ

トウエアの不具合に対応する業務を発注したとして、外注費９４２５万８５００円（消費

税額４４８万８５００円を含む。）を支出したことについて、諏訪税務署長が、この不具
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合対応業務の発注には実体がなく、利益の移転（寄附金）を外注費に仮装したものである

として、法人税の青色申告の承認取消処分、法人税の更正処分及び重加算税の賦課決定処

分並びに消費税等の更正処分及び重加算税の賦課決定処分を行うとともに、神田税務署長

が、原告Ｂが原告Ａから上記外注費の一部として３５５３万２０００円を受領したのは、

原告Ａから金銭の贈与を受けたものであるとして、原告Ｂに対し、法人税の更正処分及び

過少申告加算税の賦課決定処分を行ったところ、原告らが、上記外注費の支払は実在する

不具合対応業務に対する対価であり、寄附金には当たらないと主張し、原告らが受けた各

法人税更正処分等はいずれも違法であるとして、各処分の取消しを求めた事案である。 

 なお、法人税法３７条６項（平成１４年法律第７９号による改正前のもの。以下同じ。）

は、寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義をもってするかを問わず、

内国法人が金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無償の供与……をした場合に

おける当該金銭の額若しくは金銭以外の資産のその贈与の時における価額又は当該経済

的な利益のその供与の時における価額によるものとする旨定めている。 

１ 争いのない事実等（証拠により容易に認められる事実については、証拠を掲記した。） 

(1) 原告Ｂは、ソフトウエア開発業を営む株式会社であり、平成１３年度（平成１３

年４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度をいう。以下同じ。）ころには、

代表取締役に甲（以下「甲」という。）、経営管理担当の常務取締役に乙（以下「乙」

という。）、技術担当の取締役に丙（以下「丙」という。）、取締役にⒻ、監査役に戊が

それぞれ就任し、株主は甲１人であった。また、原告Ａは、株主が原告Ｂのみである、

原告Ｂのいわゆる完全子会社であつて、原告Ｂと同様にソフトウエア開発業を営む株

式会社であり、平成１３年度ころの代表取締役、常務取締役、取締役及び監査役は、

上記のⒻを除いて、いずれも原告Ｂと同じ構成であった。（甲６、７） 

 なお、原告Ｂの関連企業として、原告Ｂのみが株主であるいわゆる完全子会社とし

て、Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）及び中国法人であるＢ有限公司（以下「上海

Ｂ」という。）があり、Ｃの代表取締役及び上海Ｂの董事長（代表者）は、いずれも

甲である。（以下、原告Ｂ、原告Ａ、Ｃ及び上海Ｂを合わせて「Ｂグループ」という。）

（甲１、弁論の全趣旨） 

(2) 原告Ａは、平成１３年４月１日、Ｅ株式会社Ｆ事業所（以下「ＥＦ事業所」とい

う。）から、生産管理及び販売管理に関する統合ソフトウエアである「Ｇ」を構成す

る、以下の①ないし⑩の合計１０システムのソフトウエア開発の対価を合計２億６７

００万円として受注した。（甲９） 

① Ｇ仕様変更対応：コード統一恒久対応（以下「コード統一恒久対応」という。）（受

注額１５００万円） 

② Ｇ仕様変更対応：Ｇ２４Ｈ稼働へのカスタマイズ（以下「２４Ｈ稼働へのカスタ

マイズ」という。）（受注額１５００万円） 

③ グローバルコスト管理システム構築（受注額３０００万円） 

④ 商流仲介管理システム構築（恒久）（以下「商流仲介管理」という。）（受注額３

０００万円） 

⑤ 個別オーダー管理システム構築（受注額２０００万円） 

⑥ 調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅ（受注額３０００万円） 
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⑦ 情報活用アプリケーション開発（受注額２９００万円） 

⑧ 海外生産管理の現状調査・方向付け（平成１３年４月１日付け覚書（乙３６）に

より「輸出機能：Ｈ対応」に業務名が変更されている。以下「輸出機能：Ｈ対応」

という。）（受注額２０００万円） 

⑨ Ｇ：運用＆保守＆管理＆評価（受注額４８００万円） 

⑩ 補材治工具発注管理システム構築（以下「補材治工具発注管理」という。）（受注

額３０００万円） 

(3) 前記(2)の各ソフトウエアのうち、コード統一恒久対応（前記(2)①）、２４Ｈ稼働

へのカスタマイズ（同②）、商流仲介管理（同④）、調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅ（同⑥）、

輸出機能：Ｈ対応（同⑧）及び補材治工具発注管理（同⑩）の合計６つのシステムに

不具合が生じたとして、原告Ａは、作成日付を平成１４年１月１５日とした注文書に

よって、原告Ｂに対し、これらの不具合を改善する業務（以下「本件不具合対応業務」

という。）を発注し、原告Ａが原告Ｂに対し、対価として８９７７万円（以下「本件

不具合対応外注費」という。）及びこれに係る消費税額４４８万８５００円を支払う

こととした。（甲１５の３、甲１６の３、甲１７の３、甲１８の３、甲１９の３、甲

２０の３） 

 そして、別表６及び９のとおり、原告Ａは、原告Ｂに対し、本件不具合対応外注費

と消費税額の合計９４２５万８５００円のうち、５８７２万６５００円を平成１３年

度に、また、その残額である３５５３万２０００円を平成１４年度（平成１４年４月

１日から平成１５年３月３１日までの事業年度をいう。以下同じ。）にそれぞれ支払

った。 

(4) 本件の課税処分の経緯 

ア 諏訪税務署長は、原告Ａに対し次の(ア)ないし(ウ)の各処分を行った。その経緯

等は、別表１ないし３のとおりである。 

(ア) 平成１５年５月２９日 平成１３年度以後の法人税の青色申告の承認取消

処分（以下「本件青色取消処分」という。） 

 なお、この処分に対し、原告Ａは、平成１５年６月２０日に異議申立てをした

が、諏訪税務署長は、同年９月１９日にこれを棄却した。さらに、原告Ａは、同

年１０月１４日に審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成１７年６月２２

日、これを棄却する裁決をした。 

(イ) 平成１５年５月３０日 平成１３年度の法人税の更正処分及び当該法人税

に係る重加算税の賦課決定処分 

 なお、これらの処分に対し、原告Ａは、平成１５年６月２０日に異議申立てを

したが、諏訪税務署長は、同年９月１９日にこれを棄却した。さらに、原告Ａは、

同年１０月１４日に審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成１７年６月２

２日、別表２のとおり上記の法人税の更正処分及び重加算税の賦課決定処分の一

部を取り消す裁決をした（以下、同裁決による一部取消し後の原処分をそれぞれ

「本件Ａ法人税更正処分」、「本件Ａ法人税賦課決定処分」という。）。 

(ウ) 平成１５年５月３０日 平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日ま

での課税期間（以下「本件課税期間」という。）の消費税及び地方消費税の更正



8 

処分及び当該消費税及び地方消費税に係る重加算税の賦課決定処分 

 なお、これらの処分に対し、原告Ａは、平成１５年６月２０日に異議申立てを

したが、諏訪税務署長は、同年９月１９日にこれを棄却した。さらに、原告Ａは、

同年１０月１４日に審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成１７年６月２

２日、別表３のとおり上記の消費税及び地方消費税の更正処分及び重加算税の賦

課決定処分の一部を取り消す裁決をした（以下、同裁決による一部取消し後の原

処分をそれぞれ「本件Ａ消費税更正処分」、「本件Ａ消費税賦課決定処分」とい

う。）。 

イ 神田税務署長は、原告Ｂに対し、平成１６年６月２９日に平成１４年度の法人税

の更正処分（以下「本件Ｂ法人税更正処分」という。）及び当該法人税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分（以下「本件Ｂ法人税賦課決定処分」という。）を行っ

た。 

 なお、これらの処分に対し、原告Ｂは、平成１６年７月２８日に異議申立てをし

たが、神田税務署長は、同年１０月２８日にこれを棄却した。さらに、原告Ｂは、

同年１１月２２日に審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成１７年１０月２

６日に審査請求を棄却する裁決をした。その経緯等は、別表７のとおりである。 

(5) 被告が主張する前記(4)の各処分の根拠は、別紙のとおりである。 

２ 争点 

 本件の争点は、原告Ａから原告Ｂに支払った本件不具合対応外注費は、寄附金を外注

費のごとく仮装したものであるか否か、すなわち、原告Ａが原告Ｂに発注した本件不具

合対応業務は、実際には行われておらず、本件不具合対応外注費は、原告Ａから原告Ｂ

に対し利益が振り替えられたものにすぎないか否かである。 

３ 争点に関する当事者の主張 

（被告の主張） 

 原告らは、原告Ｂの平成１３年度の決算が赤字になる見込みであり、資金不足でもあ

ったことから、原告Ｂの銀行取引の必要から原告Ｂを黒字にし、資金不足を解消するた

めに、平成１４年２月１６日のＢグループの経営会議において、相当の利益が出ていた

原告Ａの利益の一部を原告Ｂの利益に振り替えるとともに、原告Ｂの資金不足を解消す

ることを企図し、実際には存在しない本件不具合対応業務を原告Ａが原告Ｂに外注した

ことにして、原告Ａから原告Ｂに利益を振り替え、外注費の支払として金銭を移転させ

ることにした。 

 そして、原告らは、上記経営会議の方針に基づき、不具合対応業務の存在を仮装する

ため、原告ら間の取引書類及び原告ＡがＥＦ事業所と本件不具合対応業務を確認した旨

の覚書を作成日付を遡って作成するとともに、納品を仮装するため架空のＣＤ－ＲＯＭ

をＥＦ事業所に送付したものである。 

 また、本件不具合対応業務が生じたとされる各システムのうち、商流仲介管理は、平

成１３年１１月にはレスポンスが遅いという不具合は既に改善されており、輸出機能：

Ｈ対応は、そもそも不具合は発生しておらず、その他のコード統一恒久対応、２４Ｈ稼

働へのカスタマイズ、調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅ及び補材治工具発注管理は、平成１３

年度末までにシステム本体がＥＦ事業所に納品されておらず、対応する不具合がそもそ
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も発生することがあり得なかったものである。 

 さらに、原告らが本件不具合対応業務に従事したと主張している原告Ｂの従業員につ

いては、本件不具合対応業務を行ったとされる時期において、他のシステム開発を担当

していたり、他の会社等に常駐していたりしていて、本件不具合対応業務には従事して

いなかったことが客観的に明らかである。 

 以上によれば、本件不具合対応業務は、およそ実体を有さない架空のものであって、

そもそも存在しないというべきである。 

（原告らの主張） 

 Ｂグループの経営会議において、原告Ｂの資金不足への対応が検討された事実はなく、

また、平成１４年２月１６日の経営会議において、原告Ａの利益を原告Ｂに移すことが

検討されたのは、既に原告Ａから原告Ｂに発注されていた本件不具合対応業務について、

未だ契約書が作成されておらず、これを経理に正しく計上していなかったために、原告

Ｂが黒字ではなく赤字となり、原告Ａが過大な黒字を計上していたことから、これを正

しく経理に反映させようとしたものにすぎず、寄附金を外注費に仮装したものではない。 

 また、平成１３年度中にＥＦ事業所に納品した商流仲介管理及び輸出機能：Ｈ対応の

ほか、これ以外の４システムについても不具合が発生する可能性があったことから、そ

のことをＥＦ事業所の担当者に報告した上で、原告Ａの責任でその不具合に対応するこ

とが約束され、平成１３年１２月２５日付けの覚書（甲１０）において、そのことが確

認されたのである。 

 さらに、本件不具合対応業務のプログラムを記録したＣＤ－ＲＯＭは、現にＥＦ事業

所に納品されているばかりか、そのＣＤ－ＲＯＭには、修正作業を行った原告Ｂ従業員

の氏名が複数記録されているのであって、また、原告らが、本件不具合対応業務に従事

した従業員らに行ったアンケート調査の結果によれば、複数の者が、本件不具合対応業

務に従事したことを認める回答をしていることからすれば、本件不具合対応業務が存在

したことは明らかである。 

 以上によれば、本件不具合対応業務は、実際に存在しており、これが架空のものであ

るとする被告の主張は明らかに誤りである。 

第３ 争点に対する判断 

１ 前記争いのない事実等によれば、原告Ａは、ＥＦ事業所から発注を受けて開発した統

合ソフトウエアである「Ｇ」を構成するシステムのうち、合計６つのシステムに不具合

が生じたとして、原告Ｂに対して本件不具合対応業務を発注し、原告Ａは、原告Ｂに対

し、平成１３年度及び平成１４年度に代金として合計９４２５万８５００円（消費税を

含む。）を支払ったことが認められる。 

 そして、被告は、この原告Ａから原告Ｂに対する本件不具合対応業務の発注は、原告

Ｂが、平成１３年度の決算において赤字になる見込みであったことから、銀行取引の継

続のために黒字に仮装すること及び原告Ｂの資金不足を解消することを企図して、Ｂグ

ループの経営会議において、多額の利益が計上される原告Ａの利益の一部を原告Ｂに振

り替えるために行った、実体を伴わないものであるから、本件不具合対応外注費の支出

は、原告Ａから原告Ｂに対する寄附金に該当すると主張する。 

 そこで、まず原告Ｂ及び原告Ａの各経営状況や資金状況、そしてＢグループ経営会議【判示(1)】 
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において検討され決定された内容等について検討する。 

(1)ア まず、原告らがＢグループの経営会議で検討した原告Ｂ及び原告Ａの経営状況

や平成１３年度の決算方針について検討するに、該当箇所に掲記した証拠によれば、

以下の事実が認められる。 

(ア) Ｂグループにおいては、原告Ｂ及び原告Ａの代表取締役の甲、同常務取締役の

乙、同取締役の丙ほかの経営幹部が出席して行うＢグループの経営会議をおおむね

毎月開催しており、Ｂグループ各社の月次決算状況、経営分析及び施策の検討を行

うなど、Ｂグループの経営に関する重要な事項を検討し決定していた。（甲６、７、

５９、乙１ないし６、乙４０の１ないし６、原告代表者） 

(イ) 平成１３年１０月１６日の経営会議において、原告Ａの平成１３年度の収益予

測について、経常利益が、上期が５７１０万２０００円、年間で９５３３万５００

０円として、黒字が予測されていた一方、原告Ｂの収益予測について、経常利益が、

上期がマイナス３６０２万円、年間でマイナス１億９６９６万７０００円として赤

字が予測されていた。（乙３） 

(ウ) 平成１３年１１月１３日の経営会議において、原告Ａについては、平成１３年

度の営業利益が年間で７９４１万７０００円と黒字が予測されていた一方、原告Ｂ

については、営業利益が年間でマイナス２９３５万４０００円と赤字が予測されて

いた。（乙４０の４） 

(エ) 平成１３年１２月１５日の経営会議において、原告Ａについては、平成１３年

度の経常利益が年間１億０８７１万６６５５円と黒字が予測されていた一方、原告

Ｂについては、経常利益が年間マイナス２６８８万０８２５円と赤字が予測されて

いた。（乙４） 

(オ) 平成１３年１２月２４日の臨時経営会議において、原告Ｂに関し、「銀行取引

の関係上、黒字にする必要がある」、「Ａ（原告Ａ）からの支援金額が明確にできな

い」との認識が出席者から示された。（乙５） 

(カ) 乙は、平成１３年１２月２５日、平成１３年度の決算方針として、「連結を想

定 グループとして税額を減らす、Ｃ少しの赤字 Ｂ・Ａ半分くらい」と自らのノ

ートに記載していた。（乙７の２） 

 このことは、その後に乙が作成した平成１４年１月３０日付け「２００１年度決

算予想資料（１月度ｖｅｒ．３）」、同年２月６日付け「同（１月度ｖｅｒ．４）」

及び同日付け「同（２月度ｖｅｒ．１）」において、Ｂグループ全体の平成１３年

度の経常利益のほぼ２分の１ずつを原告Ｂ及び原告Ａに振り分け、Ｃの利益をゼロ

にすることにより、Ｂグループ全体の税額を減少させるための利益調整が具体的に

検討されていることと符合しており、乙が、平成１３年１２月２５日時点で既に原

告Ａの利益を原告Ｂに振り替えることを検討していたことを窺わせるものである。

（乙８の１ないし３、証人乙（２３頁）） 

(キ) 平成１４年２月１６日の経営会議において、原告Ａについては、平成１３年度

の経常利益が年間６９７４万８４４１円として黒字が予測されていた一方、原告Ｂ

については、経常利益が年間マイナス７２９２万０５６６円と赤字が予測されてい

た。そして、約１か月後に迫っていた決算の対策として、乙が提案した「２００１
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年度決算対応」（甲１４の２）が承認された。この「２００１年度決算対応」にお

いては、「２００１年度決算予想資料（１月度ｖｅｒ．４）」（甲１３）の数字を基

に原告Ａの利益を原告Ｂ及びＣへ振り替えることとされ、その手法として、原告Ａ

への利益の振替えをＧの不具合対応と位置付けることとされ、具体的には、コード

統一恒久対応、２４Ｈ稼働へのカスタマイズ、商流仲介管理、調達ｅ－ｃｏｍｍｅ

ｒｃｅ、輸出機能：Ｈ対応及び補材治工具発注管理の合計６システムに係る合計９

５．５人月相当分、８９７７万円の利益を、原告Ａから原告Ｂに振り替えることと

し、また、不具合対応が生じた時期を平成１３年１２月とし、原告Ｂへの発注は平

成１４年１月になって行ったこととして、注文書等の取引書類を作成し、ＥＦ事業

所との間において、平成１３年１２月に品質不良の問題が発生したことを想定した

覚書を取り交わすことなどが決定された。（甲１３、１４の２、乙６） 

イ これらの事実によれば、平成１３年１０月１６日に開催されたＢグループの経

営会議において、原告Ａは、平成１３年度の経常利益が１億円近い黒字となるこ

とが予測された一方で、原告Ｂは、同年度の経常利益が２億円近い赤字となるこ

とが予測され、同年１１月及び１２月の各経営会議においても、引き続き原告Ａ

は平成１３年度の決算が黒字予測であるにもかかわらず、原告Ｂは赤字予測であ

ったことから、原告Ｂの銀行取引との関係などから原告Ｂの決算を黒字にするた

めに、原告Ａの利益を外注費として原告Ｂに振り替えることにより、原告Ｂの決

算を黒字にすることが検討され、平成１４年２月１６日の経営会議において、乙

が提案した「２００１年度決算対応」（甲１４の２）に従って、Ｇの６つのシス

テムの不具合対応業務の発注として、８９７７万円の利益を原告Ａから原告Ｂに

振り替えることなどが決定されたことが認められるのであって、これらの事実は、

被告の主張に合致するものである。 

(2)ア 次に、原告Ｂの保有資金の状況等について検討するに、該当箇所に掲記した証

拠によれば、次の事実が認められる。 

(ア) 平成１３年７月２１日のＢグループの経営会議において、Ｂグループの６月

度決算状況が議題とされ、原告Ｂについては、当座比率が１４０パーセントとな

り、原告らが定めた最低基準１００パーセントに迫り、「来月危険」との認識が

示され、「経営予測資料から、先６ヶ月で資金不足が発生する（資金が１０月で

ショートする）」、「資金繰りでＷａｒｎｉｎｇが出たのは、Ｂ創業以来の事態で

ある」、「下期に予定している銀行からの短期借上が出来ない可能性がある」、

「自己資本から判断して、債務超過の傾向がある」、「急速な資金不足が発生して

いる（急降下）」との経営分析がされ、原告Ｂの資金繰り対策として、Ｉ銀行よ

り、原告Ａが１億円の融資を受けて、それを原告Ｂへ長期貸付金として融資する

ことなどが検討された。（乙１） 

(イ) 平成１３年８月２０日の定例常務会において、甲と乙は、Ｉ銀行から原告Ａ

が借り入れた１億円を原告Ｂに転貸すること、これとは別に原告Ａから原告Ｂに

対し１億円を融資すること、これらの合計２億円を万一に備えて準備することに

ついて検討し、これらを踏まえ、原告Ｂは、同年１２月に短期借入金として１億

１３００万円の借入れを行った。（甲３８（１１枚目）、乙２、７の１、原告代表

【判示(2)】 
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者（４０頁、４１頁）、証人乙（２８頁、２９頁）） 

(ウ) 平成１３年１０月１６日の経営会議において、Ｂグループの８月度決算状況

が議題とされ、原告Ｂについて、当座比率が１１７パーセントまで下がり、原告

らの定めた最低基準１００パーセントに迫り、これについて「すれすれ手持ち資

金が少なくなっている」との認識が示された。（乙３） 

(エ) 平成１３年１１月１３日の経営会議において、Ｂグループの１０月度決算状

況が議題とされ、原告Ｂについて、流動比率が１８５パーセントになり、「長期

的に見た場合、資金が足りない」との認識が示され、また、当座比率が１２２パ

ーセントになり、「負債額が大きい」との認識が示された。（乙４０の４） 

(オ) 平成１３年１２月１５日の経営会議において、Ｂグループの１１月度決算が

議題とされ、原告Ｂについて、流動比率が１５４パーセントとなり、「長期的に

見た場合、資金が足りない」との認識が示され、また、当座比率が１１１パーセ

ントになり、「当期利益が少ない」との認識が示された。（乙４） 

(カ) 平成１４年２月１６日の経営会議において、Ｂグループの１月度決算状況が

議題とされ、原告Ｂについて、流動比率が１０５パーセントまで低下し、原告ら

の定めた最低基準２００パーセントを大きく下回り、「直近１年間が危険」との

認識が示され、また、当座比率が、７８パーセントまで低下し、原告らの定めた

最低基準である１００パーセントを大幅に下回り、これについて「直近３ヶ月が

危険」との認識が示され、さらに、これらを踏まえた原告Ｂに関する経営判断と

して、「３月に５千万円の融資を依頼中。可能かは不明。内部には１億円しか資

金が無い。１億円融資しても２ヶ月しかもたない。」との認識が示された。そし

て、このような認識を踏まえ、原告Ｂは、実際に、平成１４年３月、銀行から長

期借入金として５０００万円の融資を受けた。（甲３８（１４枚目）、乙６） 

(キ) 平成１４年３月１６日の経営会議において、Ｂグループの２月度決算状況が

議題となり、原告Ｂについては、流動比率が１２１パーセントと原告らの定めた

最低基準２００パーセントを大幅に下回り、「出血が止まらない」との認識が示

され、当座比率が８５パーセントと、原告らの定めた最低基準１００パーセント

を下回り、これらを踏まえた原告Ｂに関する経営判断として、資金繰りが苦しく、

流動比率及び当座比率がいずれも上がらないとの認識が示された。（乙４０の

６） 

イ これらの事実によれば、平成１３年度において、原告Ｂの流動比率及び当座比率

は、内部で定めた最低基準を大幅に下回る状態にまで下落し、平成１３年７月の経

営会議から平成１４年３月の経営会議に至るまで、経営会議や定例常務会において

一貫して、原告Ｂに資金不足の懸念があるという認識が示され、原告Ｂの資金繰り

対策として、原告Ｂが、銀行や原告Ａから融資を受ける方策が繰り返し検討されて

いたところ、実際に、原告Ｂは、平成１３年１２月に１億１３００万円、平成１４

年３月に５０００万円の借入れを行ったことがそれぞれ認められ、原告らが、原告

Ｂについて資金不足のおそれを懸念し、それに対する方策を検討し、実際に実行し

ていたものであると認められ、このような原告Ｂの資金不足の状況は、被告が、原

告Ａから原告Ｂへの利益の振替えの前提ないし動機として主張する内容と符合す
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るものである。 

 なお、原告らは、平成１３年度において原告Ｂに資金不足は生じていない旨主張

し、原告らが本件訴え提起後の平成１８年７月１２日付けで作成した「本件係争年

度におけるＢの資金保有量に関する件」（甲３８）と題する書証を提出した。しか

しながら、同書証記載の当座比率や流動比率は、前記アで認定した平成１３年度に

開催された経営会議で示された数値とは大幅に異なるものであり、しかも、前記認

定のとおり、経営会議においては、当時示された数値を元に、原告らの代表取締役

や取締役等の経営幹部が、毎月のように資金不足の懸念を示していたのであり、そ

して現に、原告Ｂは、平成１３年１２月と平成１４年３月に合計１億６３００万円

という多額の資金を借り入れているのであって、他に平成１３年度の経営会議等に、

原告Ｂの資金状況等について、あえて事実と異なる数値が示されたことについて首

肯しうる合理的な事情は何ら見受けられないから、甲第３８号証によって、上記認

定を覆すには足りず、他に上記認定を覆すに足りる証拠はない。 

(3) また、平成１４年２月１６日の経営会議で決定された前記(1)ア(キ)の決算方針に

基づき、原告Ａから原告Ｂに対する本件不具合対応外注費を８９７７万円と決定した

経緯について検討するに、証拠（甲１３、１４の２、乙６・１０枚目、乙８の１ない

し１２）によれば、平成１４年２月１６日の経営会議で承認された前記「２００１年

度決算対応」の冒頭に、「２００１年度決算予想資料（１月度ｖｅｒ．４）」の数字を

基にＡの利益をＢ、Ｃへ振り替える手続を実施する旨記載されており、この「２００

１年度決算予想資料（１月度ｖｅｒ．４）」には、原告Ａの経常利益、原告Ｂの経常

損失及びＣの経常損失を通算し、Ｂグループ全体としての経常利益を算定し、当該経

常利益のほぼ２分の１の金額ずつを原告Ａ及び原告Ｂに振り替え、また、Ｃの経常利

益をゼロにすることによって、Ｂグループ全体としての法人税等を減少させる試算を

行っていることが認められ、同様の試算を繰り返した結果、平成１４年２月２０日付

け「２００１年度決算予想資料（２月度ｖｅｒ．２）」（乙８の４）によって、原告Ａ

から原告Ｂに対する振替額を８９７７万円に確定したものと認められる。そうすると、

本件不具合対応外注費の額は、本件不具合対応業務の現実の作業実績に基づいて試算、

決定されたのではなく、むしろ、専らＢグループ全体としての利益調整という観点か

ら試算し、決定されたということができる。 

 これに対し、原告らは、平成１４年１月３１日に丙が本件不具合対応業務の作業時

間を合計９５．５人月と見積もり、これを基に乙が前記「２００１年度決算対応」を

作成し、８９７７万円という振替額を算定したものであると主張する。しかしながら、

仮に平成１４年１月３１日の時点で丙が本件不具合対応業務の作業時間を合計９５．

５人月と見積もり、これを基に振替額が算定されたというのであれば、その後の試算

は、９５．５人月に標準単価である９４万円／１人月（乙１２・７枚目、原告代表者）

を乗じた８９７７万円で確定するはずであるのに、平成１４年２月６日付け「２００

１年度決算予想資料（１月度ｖｅｒ．４）」（乙８の２）の試算は８９５８万５０００

円、同日付け「２００１年度決算予想資料（２月度ｖｅｒ．１）」（乙８の３）の試算

は９２６５万４０００円とされていることがそれぞれ認められるのであって、丙が見

積もったとされる９５．５人月に基づいた試算が行われていないことは明らかである。

【判示(3)】 

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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むしろ、上記の各試算は、上記に説示したとおり、専らＢグループに属する原告Ａの

経常利益と原告Ｂ及びＣの経常損失を通算し、これを調整することによって算定され

たものであると解されるのであって、この点に関する原告らの主張は到底採用できな

い。 

(4) さらに、Ｂグループの経営会議は、前示のとおりＢグループの経営に関する重要

な事項を検討し決定する会議であるところ、本件不具合対応業務に係る６システムの

開発費用としてＥＦ事業所から受注した額の合計が１億４０００万円である中で、そ

れらの６システムに関する本件不具合対応に係る外注費が９０００万円弱という多

額に上り、上記受注額全体の６割以上を占めてしまうという事態になっているにもか

かわらず、証拠（乙１ないし６、４０の１ないし６、証人丙）によれば、原告らの技

術担当の取締役である丙は、Ｂグループの経営会議において、毎回、「Ｇ（開発）状

況」と題する経営会議資料の添付資料を作成してＧ本体の開発状況について報告して

いたにもかかわらず、Ｇの不具合対応業務については、これらの資料には一切記載し

なかっただけでなく、経営会議において口頭の報告すらしていなかったことが認めら

れる。そして、証拠（甲５９、証人丙、原告代表者）によれば、ＥＦ事業所らＥグル

ープに対する売上は、原告Ａの売上の９０パーセント以上を占めることが認められ、

真にＥＦ事業所に納品したシステムに不具合が発生したのであれば、その進捗状況や

それに要する費用等は、Ｂグループの経営会議における重要な関心事であると解され

るところ、上記のとおり、丙は、この状況について、経営会議に提出したＧの開発状

況資料に全く記載せず、口頭での報告さえもしていないというのであり、さらに、本

件不具合対応業務の進捗状況に関する記載は、Ｂグループの経営会議の議事録等には

一切見当たらないのであって、これらは、およそ真に多額の費用を要する不具合対応

業務が行われていたとすれば、通常考え難い状況であるといわざるを得ないところ、

この点について何ら首肯しうる合理的な説明はされていない。 

(5) このように、原告Ｂ及び原告Ａの各経営状況や資金状況、そしてＢグループ経営

会議において検討され決定された内容等について検討した結果によれば、被告の主張

に符合する事実が認められるものの、原告の主張するような本件不具合対応業務が現

実に行われたことを推測させるような事実は認められず、むしろその存在を否定すべ

き事実が多数見受けられる。 

２ そこで次に、Ｇに生じたとされる不具合の発生状況、本件不具合対応業務の存否及び

内容等について検討する。 

(1) まず、本件不具合対応業務に係る前記合計６システムの開発状況及び不具合の発

生状況について検討するに、該当箇所に掲記した証拠によれば、①コード統一恒久対

応は、平成１３年１０月ころまでは上海Ｂ等でシステム開発等がされていたが、原告

Ａは、ＥＦ事業所の指示を受けて同年１１月ころに開発作業を中断し、その後はＥＦ

事業所に納品されていないこと（乙４・６枚目、乙４０の４・７枚目、乙４０の６・

７枚目、乙４１、証人丙）、②２４Ｈ稼働へのカスタマイズは、ＥＦ事業所が開発の

仕様を原告Ａに示しておらず、そもそも開発を依頼していないため、ＥＦ事業所にシ

ステム本体は納品されておらず、平成１３年９月８日の原告らの経営会議の時点で業

務が中止されていること（乙４０の３・６枚目、乙４０の６・７枚目、乙４１、５１、

【判示(6)】 

【判示(7)】 
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５３の１）、③商流仲介管理は、平成１３年９月にシステム本体が納品され、同年１

０月に本格稼働されたが、レスポンスが遅いという不具合があったため、原告Ａの従

業員が頻繁にＥＦ事業所に来て修正を行い、平成１３年１１月２日ころまでに不具合

が改善され、そのころ修正後のシステムのプログラムＣＤが改めて納品され、その後、

不具合は発生しておらず、その他の使い勝手等の改善については、ＥＦ事業所に常駐

していた原告Ａの従業員によって平成１４年１月までに改善されたこと（乙３・７枚

目、乙４１、５１、５３の１）、④調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅは、「購買発注管理」等

のシステムに業務名が変更され、平成１４年６月になってシステム本体を稼働したも

のであり、調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅのシステム本体は、平成１３年度中にＥＦ事業

所に納品されていないこと（乙４０の６・６枚目、７枚目、乙４１）、⑤輸出機能：

Ｈ対応は、平成１３年９月にＥＦ事業所に納品されたが、特に不具合が発生すること

はなく、同年１１月ころから本格稼働されたものであること（乙３・７枚目、乙４１）、

⑥補材治工具発注管理は、「発注管理」等のシステムに業務名が変更され、平成１４

年５月ころに原告Ａに作業の指示がされ、同年９月になってから稼働されたものであ

り、補材治工具発注管理のシステム本体は、平成１３年度中にＥＦ事業所に納品され

ていないこと（乙４・６枚目、乙４１）がそれぞれ認められる。 

 以上によれば、本件の不具合が発生したとされる上記合計６システムのうち、①コ

ード統一恒久対応、②２４Ｈ稼働へのカスタマイズ、④調達ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅ及

び⑥補材治工具発注管理については、開発作業の中止、中断等の理由によって、平成

１３年度末までにそもそもシステム本体がＥＦ事業所に納品されていないのであっ

て、これらの４システムに対応する不具合対応業務は同時期までにはされていなかっ

たと推認され、また、③商流仲介管理については、平成１３年１１月初旬には不具合

が改善され、そのころ改善後のシステムが納品されるとともに、使い勝手の改善は、

原告Ａの従業員限りで対応が可能なものであって、その作業は、平成１４年１月には

完了しており、さらに、⑤輸出機能：Ｈ対応については、そもそも不具合が生じてい

なかったと認められるのであって、以上の６システムの本体の開発状況及び本体に付

随する不具合の発生状況からすれば、そもそも本件不具合対応業務が存在したとは考

え難いといわざるを得ない。 

(2) さらに、本件不具合対応業務の外注を受けた原告Ｂの従業員が、実際に本件不具

合対応業務を行ったか否かについて検討する。 

ア 証拠（甲２１の１、２、乙１２・資料４（作業実績調査結果）、乙５１、証人ｋ）

によれば、原告Ａは、諏訪税務署係官の求めに応じ、「作業実績調査結果」（乙１

２・資料４）を諏訪税務署長に提出したところ、これによれば、原告Ｂの従業員合

計３０名が平成１３年１１月から平成１４年３月にかけて本件不具合対応業務に

従事したとされており、そこに記載されている従業員、当該従業員が修正したシス

テム名及び各月の作業実績時間をまとめると、別表１０のとおりとなる。 

 しかしながら、前記２(1)で検討したとおり、本件不具合対応業務に係る合計６

システムのうち、まず、コード統一恒久対応、２４Ｈ稼働へのカスタマイズ、調達

ｅ－ｃｏｍｍｅｒｃｅ及び補材治工具発注管理については、平成１３年度末までに

そもそもシステム本体が納品されておらず、次に、商流仲介管理に発生した不具合

【判示(8)】 
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は、原告Ａの従業員によって平成１３年１１月上旬までに修正作業が完了し、さら

に、輸出機能：Ｈ対応については、そもそも不具合が発生しなかったことが認めら

れるから、それにもかかわらず、原告Ｂの従業員が本件不具合対応業務に従事した

旨を記載してある上記「作業実績調査結果」は、そもそも、全体として、その信憑

性に極めて乏しいものであるといわざるを得ない。 

イ しかも、個別的に見ると、該当箇所に掲記した証拠によれば、上記「作業実績調

査結果」（乙１２・２２枚目、２３枚目）に記載されている従業員のうち、①Ｊ（別

表１０の順号１）については、例えば、平成１４年１月中に本件不具合対応業務（コ

ード統一恒久対応）に合計２２７時間従事したとされているが（乙１２・２２枚目）、

Ｊ本人が作成した勤務報告によれば、同人の同月中の労働時間は合計１６０．５時

間とされ（乙３１・３枚目）、しかも、原告Ｂの労務管理に関する稟議書によれば、

同月中の同人の担当業務が、「Ｋ／災害事例情報システム構築」とされている（乙

１６・３枚目）ことからすると、Ｊが平成１４年１月中に本件不具合対応業務に合

計２２７時間従事した旨の上記「作業実績調査結果」の記載が事実であるとは到底

認められず、②Ｌ（同順号４）については、例えば、平成１３年１２月中に本件不

具合対応業務（コード統一恒久対応）に合計２６９時間従事したとされているが（乙

１２・２２枚目）、Ｌ本人が作成した勤務報告によれば、同人の同月中の労働時間

は合計１９３時間とされ（乙２８・２枚目）、しかも、上記稟議書によれば、同月

中の同人の担当業務は「Ｋ／資産管理システム設計支援」とされている（乙１５・

３枚目）ことからすると、Ｌが平成１３年１２月中に本件不具合対応業務に合計２

６９時間従事した旨の上記「作業実績調査結果」の記載が事実であるとは到底認め

られず、③Ｍ（同順号８）については、例えば、平成１４年１月中に本件不具合対

応業務（２４Ｈ稼働へのカスタマイズ）に合計２４２．５時間従事したとされてい

るが（乙１２・２２枚目）、Ｍ本人が作成した勤務報告によれば、同人の同月中の

労働時間は合計１７２時間とされ（乙２９・３枚目）、しかも、上記稟議書によれ

ば、同月中の同人の担当業務が、「Ｋ／資産管理システム設計支援」とされている

（乙１６・３枚目）ことからすると、Ｍが平成１４年１月中に本件不具合対応業務

に合計２４２．５時間従事した旨の上記「作業実績調査結果」の記載が事実である

とは到底認められず、④Ｎ（同順号１７）については、例えば、平成１４年１月中

に本件不具合対応業務（商流仲介管理）に合計２３８．５時間従事したとされてい

るが（乙１２・２２枚目）の、Ｎ本人が作成した勤務報告によれば、同人の同月中

の労働時間は合計１６８時間とされ（乙３０・３枚目）、しかも、上記稟議書によ

れば、同月中の同人の担当業務が、「Ｋ／資産管理システム設計支援」とされてい

る（乙１６・３枚目）ことからすると、Ｎが平成１４年１月中に本件不具合対応業

務に合計２３８．５時間従事した旨の上記「作業実績調査結果」の記載が事実であ

るとは到底認められず、さらに、⑤Ｏ（同順号２４）については、例えば、平成１

４年１月中に本件不具合対応業務（輸出機能：Ｈ対応）に合計２１７時間従事した

とされているが（乙１２・２３枚目）、Ｏ本人が作成した勤務報告によれば、同人

の同月中の労働時間は合計１５８．５時間とされ（乙３２・３枚目）、しかも、上

記稟議書によれば、同月中の同人の担当業務が、「Ｋ／ＭＥＥＴ・設備工事機能追

【判示(9)】 

【判示(10)】 
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加(1)」とされている（乙１６・３枚目）ことからすると、Ｏが平成１４年１月中

に本件不具合対応業務に合計２１７時間従事した旨の上記「作業実績調査結果」の

記載が事実とは到底認められない。 

 そうすると、このように、およそ事実であるとは到底認められない本件不具合対

応業務の作業実績が多数記載されている上記「作業実績調査結果」は、およそ、本

件不具合対応業務を仮装するために作出された資料であるというほかなく、内容に

ついておよそ信用するに足りないといわざるを得ないから、そこに記載された作業

実績をもって本件不具合対応業務が存在したものとは到底認められない。 

ウ さらに、該当箇所に掲記した証拠によれば、諏訪税務署の係官が、原告Ｂを既に

退職して原告Ｂとの利害関係がなくなっていた元従業員（Ｐ（乙１７）、Ｑ（乙１

８）、Ｒ（乙１９）、Ｓ（乙２０）、Ｔ（乙２１、３５）、Ｕ（乙２２）、Ｖ（乙２３）、

Ｗ（乙２４の１及び２））から聴取した結果によれば前記「作業実績調査結果」（乙

１２・資料４）に記載され、平成１３年１１月から平成１４年３月にかけて不具合

対応業務に従事したとされる原告Ｂの従業員のうち、①Ｘ（別表１０の順号２）は、

庶務ないし経理担当で書類の管理をしており、プログラムの入力ができず、Ｇの修

正はしていないこと（乙１７ないし１９、２１、２４の２）、②Ｓ（同順号３）は、

Ｙに常駐してＹの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙１９ないし２１、

３５）、③Ｖ（同順号５）は、プログラムは素人で入社し、当時はＹに常駐してＹ

の仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙２２、２３、３５）、④Ｚ（同

順号６）は、当時はＫやａの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙１９）、

⑤ｂ（同順号７）は、営業なのでプログラム開発は全くやっていないほか、パソコ

ンを使う仕事はできず、Ｇの修正はしていないこと（乙１７、１８）、⑥Ｍ（同順

号８）は、当時はＫの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙２４の２）、

⑦ｄ（同順号９）は、当時はＹに常駐してＹの仕事をしていて、Ｇの修正はしてい

ないこと（乙１７、１９、３５）、⑧ｅ（同順号１０）は、当時はｆ大学に常駐し

てｆ大学の仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙１７、１８）、⑨ｇ（同

順号１４）は、当時はＧの修正はしていないこと（乙１８）、⑩ｈ（同順号１５）

は、当時はＹに常駐してＹの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙２２、

２３、３５）、⑪Ｕ（同順号１６）は、当時はＹに常駐してＹの仕事に追われてお

り、しかも、業務コンサルティングしかできないためプログラムの修正はできず、

Ｇの修正はしていないこと（乙２２、２３、３５）、⑫Ｎ（同順号１７）は、当時

はＫの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙２４の２）、⑬Ｔ（同順号

１８）は、当時はＹに常駐して常駐者の管理をしていたほか、システム開発の技術

がなく、Ｇの修正はしていないこと（乙１８、２１、３５）、⑭Ｗ（同順号１９）

は、当時はＫの仕事をしていて、Ｇの修正はしていないこと（乙２４の１及び２）、

⑮ｉ（同順号２８）は、当時はＹに常駐してＹの仕事をしていて、Ｇの修正はして

いないこと（乙２２、２３）、⑯Ｒ（同順号２９）は、当時はⒼ又はⒽに常駐して

いて、Ｇの修正はしていないこと（乙１８、１９）がそれぞれ認められる。 

 これらによれば、上記の１６名については、本件不具合対応業務に従事するため

の技術的能力を有しないか、あるいは、他の開発業務等に従事していたために本件
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不具合対応業務に従事できる環境になかったことが認められ、いずれも本件不具合

対応業務に従事したとは認められないのであって、このように、およそ事実である

とは認められない本件不具合対応業務の作業実績が多数記載されている上記「作業

実績調査結果」は、それ自体が全体として本件不具合対応業務を仮装するために作

出された資料であると認めるほかなく、そこに記載された作業実績をもって本件不

具合対応業務が存在したものとはおよそ認めることはできない。 

(3)ア これに対し、原告らは、平成１５年４月２３日に諏訪税務署の係官が、Ｌ（別

表１０の順号４）、Ｚ（同順号６）、ｇ（同順号１４）及びｊ（同順号２７）から、

同人らが本件不具合対応業務に従事した事実を確認したはずである旨主張する。 

 しかしながら、証拠（乙５１、証人ｋ）によれば、諏訪税務署の係官による上記

の原告Ｂ従業員らに対する事情聴取は、同係官が、従業員から真実の話を聴取した

いので、個別に面接させていただきたいと依頼したところ、原告Ｂの代表取締役で

ある甲が、「社員との個別の面談は認められない」と言って拒否し、「役員が立会い

すれば社員の聴取に応じる」、「立会いしろ、乙、丙。信義則に反する行為があった

ら、発言をやめさせろ」、「社員に個人はない、間違えた答えを正して何が悪いのか」

などと、回答して取締役らの立会いを要求し、結局、取締役である乙及び丙の立会

いの下で、質疑応答がされ、さらに、甲が、聴取書を作成して従業員に署名押印さ

せることを固く拒否したことから、聴取書も作成することができなかったことが認

められ、このように、原告Ｂの代表取締役である甲をはじめとする役員らの有形無

形の強い圧力のもとで、原告Ｂの一社員である上記４名が、本件不具合対応業務に

ついて真実を述べたものとはおよそ解することはできず、その内容についても、甲

の妨害により聴取書さえ存在しないのであって、この点に関する原告らの主張は到

底採用できない。 

イ また、原告らは、平成１９年７月１８日付け「アンケート調査への回答の御願い」

（甲５５）に対し、原告Ｂの現役ないし元従業員が、本件不具合対応業務に従事し

た旨の回答をしている（甲５６の１ないし６）ことを根拠として、本件不具合対応

業務が存在していた旨主張する。 

 しかしながら、上記「アンケート調査への回答の御願い」は、「作業実績調査結

果」（乙１２・資料４）と同じ内容の作業実績表を添付して、その作業実績に誤り

がないかどうかを問い、これを常務である乙宛てに回答するように求めるものであ

るところ、上記「作業実績調査結果」には、事実と異なる作業実績が記載されてい

て、その記載内容に信憑性がないことは前記(2)のとおりであって、作業実績表の

記載どおりに不具合対応業務に従事したなどとする上記回答結果を直ちに信用す

ることは困難であるといわざるを得ないから、この点に関する原告らの主張は到底

採用できない。 

ウ さらに、原告らは、原告ＢがＥＦ事業所に納品した本件不具合対応業務のプログ

ラムＣＤ－ＲＯＭ（乙１２・資料５ないし８。以下「本件不具合対応ＣＤ」という。）

には、原告Ｂの従業員らの氏名が記録されており、これらはいずれも改ざんのしよ

うがないから、原告Ｂの従業員が本件不具合対応業務に従事したことは明らかであ

る旨主張する。 

【判示(11)】 

【判示(12)】 

【判示(13)】 
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 しかしながら、たしかに、証拠（甲４０ないし４４）によれば、本件不具合対応

ＣＤから出力したとされるスクリプトの表示には、平成１３年１２月から平成１４

年３月までの期間に修正作業を行った者として、①Ｘ（別表１０の順号２）、②Ｓ

（同順号３）、③Ｌ（同順号４）、④Ｖ（同順号５）、⑤Ｚ（同順号６）、⑥ｂ（同順

号７）、⑦Ｍ（同順号８）、⑧ｄ（同順号９）、⑨ｅ（同順号１０）、⑩ｍ（同順号１

１）、⑪ｎ（同順号１２）、⑫Ｑ（同順号１３）、⑬ｇ（同順号１４）、⑭Ｕ（同順号

１６）、⑮Ｎ（同順号１７）、⑯Ｔ（同順号１８）、⑰Ｗ（同順号１９）及び⑱ｐ（同

順号２３）の氏名が記録されていると認められるが、そもそも修正作業を行った本

人の氏名が必ず記録されるという保証はなく（氏名ではなく「Ｂ」などと入力して

いる例さえある。）、また、本件不具合対応ＣＤに氏名が記録されている上記従業員

中、前記のとおりプログラムを修正する技術的能力を有しないと認められる者（例

えば、Ｘ等）の氏名も記録されているのであって、このことは、そのような者が本

件不具合対応業務に従事したことを裏付けるものではなく、むしろ、原告ＢがＥＦ

事業所に納品した本件不具合対応ＣＤそのものが本件不具合対応業務を仮装する

ために作出されたものであることを推認させるものである。 

 さらに、本件不具合対応ＣＤの作成の経緯について、証拠（甲１３、１４の２、

乙６、３３）によれば、平成１４年２月１６日の経営会議によって決定された決算

方針に基づき、原告Ａの原告Ｂに対する利益の振替えを実施するための手順を記載

した「作業項目」と題する書面（乙３３）には、作業項目として、「ＣＤ－ＲＯＭ」

の作成が掲げられ、その作成日が「３／１１（月）」、作成対象として「１月分一式、

２月分一式、３月分一式」と記載されていることからすれば、本件不具合対応ＣＤ

は、上記の経営会議後にはじめて作成されることが決定されたものであることが認

められるのであって、このことは、当時ＥＦ事業所の主任であったｑが、平成１９

年１月１７日に関東信越国税局の係官に対し「不具合対応プログラムのＣＤは、Ｅ

Ｆ事業所が要求したものではなく、突然、原告Ａから送られてきたものであり、Ｅ

Ｆ事業所にとって使いみちがなかったので必要がなく無視していた」などと供述し

ていること（乙４３）とも符合するのであって、これらの本件不具合対応ＣＤの作

成の経緯からしても、本件不具合対応ＣＤが、本件不具合対応業務を仮装するため

に作出されたものであることが推認される。 

 そして、以上によれば、本件不具合対応ＣＤは、平成１４年２月１６日の経営会

議によって決定された決算方針に基づいてはじめて作成することが決定され、作成

されたものであり、本件不具合対応業務が存在したことを仮装するために作成され

たものと認められるから、この点に関する原告らの主張は到底採用できない。 

エ さらに、原告らは、本件不具合対応業務に係る合計６システムについて、実際に

不具合が発生していたことは、原告らが作成した本件不具合対応業務に係る外注申

請書、御見積書、注文書、注文請書、納品書、検収書及び請求書が存在することや、

原告ＡとＥＦ事業所が締結した平成１３年１２月２５日付け覚書（以下「本件覚書」

という。甲１０）において、本件の不具合の発生が確認されていることから明らか

である旨主張する。 

 しかしながら、本件不具合対応業務が存在しないことは、前記２(1)及び(2)で詳

【判示(14)】 
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述したとおりであって、それにもかかわらず、あたかも本件不具合対応業務が存在

したかのような記載がされている原告Ａ作成の外注申請書（平成１４年１月７日付

け（甲１５の１、甲１６の１、甲１７の１、甲１８の１、甲１９の１、甲２０の１））、

原告Ｂ作成の御見積書（平成１４年１月７日付け（甲１５の２、甲１６の２、甲１

７の２、甲１８の２、甲１９の２、甲２０の２））、原告Ａ作成の注文書（平成１４

年１月１５日付け（甲１５の３、甲１６の３、甲１７の３、甲１８の３、甲１９の

３、甲２０の３））、原告Ｂ作成の注文請書（平成１４年１月１５日付け（甲１５の

４、甲１６の４、甲１７の４、甲１８の４、甲１９の４、甲２０の４））、原告Ｂ作

成の納品書（平成１４年１月３１日、同年２月２８日及び同年３月２９日付け（甲

１５の５、７、９、甲１６の５、７、９、甲１７の５、７、９、甲１８の５、７、

甲１９の５、７、９、甲２０の５、７、９））、原告Ａ作成の検収書（平成１４年１

月３１日、同年２月２８日及び同年３月２９（３１）日付け（甲１５の６、８、１

０、甲１６の６、８、１０、甲１７の６、８、１０、甲１８の６、８、甲１９の６、

８、１０、甲２０の６、８、１０））及び原告Ｂ作成の請求書（平成１４年１月３

１日、同年２月２８日及び同年３月３１日付け（甲１５の１１ないし１３、甲１６

の１１ないし１３、甲１７の１１ないし１３、甲１８の９、１０、甲１９の１１な

いし１３、甲２０の１１ないし１３））並びに本件覚書は、いずれも、およそ真実

を記載したものとは認められないというほかない。 

 しかも、平成１４年２月１６日の経営会議によって決定された平成１３年度の決

算方針に基づいて原告Ａの原告Ｂに対する利益の振替えを実施するための手順を

記載した「作業項目」と題する書面（乙３３）によれば、上記の外注申請書、御見

積書、注文書、注文請書、納品書、検収書及び請求書については、「２／２５（月）」、

「２／２８（木）」及び「３／１（金）」に作成するとされていること、本件覚書に

ついては、「平成１３年１２月２５日」付けで「２／２５（月）」に作成するとされ

ていることがそれぞれ認められ、これらのことからすれば、上記の外注申請書、御

見積書、注文書、注文請書、納品書、検収書及び請求書並びに本件覚書は、いずれ

も、上記の平成１４年２月１６日の経営会議後に作成日付を遡って作成することが

決定されたものであることが認められるのであって、いずれも、そもそもの信憑性

に乏しいものである。 

 さらに、本件覚書については、証拠（乙５１、５２の１、３、証人ｋ、原告代表

者）によれば、ＥＦ事業所のｒは、原告らの取締役らから、平成１４年２月下旬こ

ろ、本件覚書に記名押印することを求められた際、本件覚書の作成日付が平成１３

年１２月２５日と約３か月前の日付になっていたことや、ＥＦ事業所としては、原

告Ａに対し商流仲介管理及び輸出機能：Ｈ対応の２システムについてのみ改善要求

をしただけであるにもかかわらず、不具合対応の対象として他のシステムも記載さ

れていたことに気付いたが、原告らの取締役から原告Ｂの社内的に必要であると言

われたことから、言われるままに記名押印したものであること、また、ｒは、原告

らの代表取締役である甲から写真代と称して月々２０万円のリベートを受け取っ

ていたことがそれぞれ認められ、これらのことからすれば、ｒが、上記のとおり事

実と異なる内容が記載された本件覚書に記名押印したとしても、そのことが格別不

【判示(15)】 

【判示(16)】 
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自然であるとはいえない。 

 そうすると、上記の外注申請書、御見積書、注文書、注文請書、納品書、検収書

及び請求書並びに本件覚書は、いずれも到底信用できないものといわざるを得ない

から、この点に関する原告らの主張は到底採用できない。 

３ まとめ 

(1) 原告Ａに対する課税処分等の適法性について（第１事件） 

ア 本件不具合対応業務の実体が存在しないことは、前記１及び２で検討したとおり

であるから、本件不具合対応外注費の支出は、原告Ａの原告Ｂに対する贈与又は無

償の供与に該当し寄附金（平成１４年法律第７９号による改正前の法人税法３７条

６項）であると認められる。 

 そして、原告Ａの平成１３年度分の納付すべき法人税の税額は、別表４の「納付

すべき税額」欄に記載したとおり、３６７８万円であり、本件Ａ法人税更正処分に

係る納付すべき税額と同額となるから、本件Ａ法人税更正処分は適法である。 

 また、原告Ａの本件課税期間の納付すべき消費税及び地方消費税の税額は、それ

ぞれ、別表５の消費税の「納付すべき税額」及び地方消費税の「納付すべき譲渡割

額」の各欄に記載したとおり、消費税が２６９９万４５００円、地方消費税が６７

４万８６００円であり、本件Ａ消費税更正処分に係る納付すべき税額と同額となる

から、本件Ａ消費税更正処分は適法である。 

イ 前記１及び２で認定した事実によれば、原告Ａは、代表取締役である甲や経営管

理担当の取締役である乙らにおいて、本件不具合対応業務の実体が存在しないこと

を十分に知悉していたにもかかわらず、内容虚偽の注文書及び注文請書等を作成す

るなどして外注費に仮装し、原告Ａの平成１３年度の法人税及び本件課税期間の消

費税及び地方消費税について納付すべき税額を過少に申告していたものであると

認められるから、この原告Ａの行為は、国税通則法６８条１項に規定する「国税の

課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又

は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していた

とき」に該当する。 

 そして、原告Ａに課される法人税の重加算税の額は、別表２の審査裁決に係る「重

加算税の額」欄に記載したとおり、８９２万８５００円であり、本件Ａ法人税賦課

決定処分の税額と同額となるから、本件Ａ法人税賦課決定処分は適法である。 

 また、原告Ａに課される消費税及び地方消費税の重加算税の額は、別表３の審査

裁決に係る「重加算税の額」に記載したとおり、１５６万８０００円であり、本件

Ａ消費税賦課決定処分の税額と同額となるから、本件Ａ消費税賦課決定処分は適法

である。 

ウ 本件青色取消処分について 

 法人税法１２７条１項は、「その事業年度に係る帳簿書類に取引の全部又は一部

を隠ぺいし又は仮装して記載し又は記録し」た場合（３号）において青色申告の承

認を取り消すことができると規定し、同法施行規則５９条１項は、青色申告法人が

整理、保存すべき帳簿書類として、総勘定元帳（１号）や、取引に関して相手方か

ら受け取った注文書、契約書、送り状、領収書、見積書その他これらに準ずる書類

【判示(17)】 

【判示(18)】 
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及び自己の作成したこれらの書類でその写しのあるものはその写し（３号）等を規

定しているところ、前記１及び２で認定した事実及び証拠（甲３、１５の３、４、

甲１６の３、４、甲１７の３、４、甲１８の３、４、甲１９の３、４、甲２０の３、

４）によれば、原告Ａは、甲及び乙らにおいて、平成１３年度において本件不具合

対応業務が存在しないことを十分に知悉していたにもかかわらず、原告Ａが原告Ｂ

に本件不具合対応業務を発注した旨の虚偽の注文書、及び原告Ｂが原告Ａから本件

不具合対応業務を受注した旨の虚偽の注文請書を作成するとともに、原告Ａの総勘

定元帳の外注加工費科目に寄附金を仮装計上していたことが認められるから、この

原告Ａの行為は、「帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して記載し

又は記録し」た場合に該当する。したがって、本件青色取消処分は適法である。 

(2) 原告Ｂに対する課税処分の適法性について（第２事件） 

ア 前記１及び２で認定した事実によれば、原告Ｂが原告Ａから本件不具合対応外注

費の一部として受領した３５５３万２０００円は、何らの対価があるものではなく、

原告Ａから金銭の贈与を受けたものと認められ、平成１４年度分の納付すべき法人

税の税額は、別表８の「納付すべき税額」欄に記載したとおり、１７３３万５００

０円であり、本件Ｂ法人税更正処分に係る納付すべき税額と同額となるから、本件

Ｂ法人税更正処分は適法である。 

イ 上記アのとおり、本件Ｂ法人税更正処分は適法であるところ、これを前提とした

過少申告加算税の額は、１５４万６５００円となり、本件Ｂ法人税賦課決定処分の

額（１５４万６０００円）を上回るから、本件Ｂ法人税賦課決定処分は適法である。 

第４ 結論 

 したがって、原告らの請求は、いずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の

負担について行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 定塚 誠 

   裁判官 工藤 哲郎 

 裁判官古田孝夫は、転補のため署名押印することができない。 

裁判長裁判官 定塚 誠 
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（別紙） 

第１ 第１事件に関する被告の主張 

１ 原告Ａに対する更正処分の根拠及び適法性 

(1) 本件Ａ法人税更正処分の根拠 

 原告Ａの平成１３年度の法人税の所得金額及び納付すべき税額は、次のとおりである。 

ア 所得金額（別表４・順号⑦） １億２５６６万０６８３円 

 上記金額は、下記(ア)の金額に同(イ)の金額を加算し、同(ウ)の金額を減算した金額に、同

(エ)の金額を加算した金額である。 

(ア) 申告所得金額（別表４・順号①） ３７５４万９３４７円 

 上記金額は、原告Ａの平成１３年度の法人税の確定申告書（以下「本件Ａ法人税申告書」

という。）に記載された所得金額である。 

(イ) 外注費の架空計上額（別表４・順号②） ８９７７万００００円 

 上記金額は、本件不具合対応外注費であるところ、本件不具合対応業務については、外注

の事実がないことから、原告Ａの平成１３年度における損金の額には算入されない。 

(ウ) 寄附金の損金算入額（別表４・順号④） ５８７２万６５００円 

 上記金額は、原告Ａが本件不具合対応外注費として処理した金員８９７７万円及び当該金

員に係る消費税等４４８万８５００円の合計額９４２５万８５００円（別表６・順号⑦と⑧

の合計額）のうち、平成１３年度において原告Ｂに支払われた金額の合計額５８７２万６５

００円（別表６・順号⑪）であり、当該金額は法人税法３７条６項の寄附金に該当する。 

 また、当該合計額９４２５万８５００円（別表６・順号⑦と⑧の合計額）のうち、平成１

３年度末において未払金の額に相当する金額３５５３万２０００円（別表６・順号⑤と⑥の

合計額）は、法人税法施行令７８条（平成１４年政令第２７１号による改正前のもの）によ

り、平成１３年度の損金の額に算入されない。 

(エ) 寄附金の損金不算入額（別表４・順号⑥） ５７０６万７８３６円 

 上記金額は、法人税法３７条２項により計算した下記ａの金額のうち、同ｂの金額を超え

る金額であり、当該金額は、損金の額に算入されない。 

ａ 平成１３年度に支出した寄附金の額 ５８７２万６５００円 

 上記金額は、原告Ａが平成１３年度において支出した寄附金の額の合計額（別表６・順

号⑪）である。 

ｂ 寄附金の損金算入限度額 １６５万８６６４円 

 上記金額は、下記(a)の金額及び同(b)の金額の合計額の２分の１に相当する金額である

（法人税法施行令７３条（平成１４年政令第１０４号による改正前のもの。以下同じ。）

１項１号）。 

(a) 資本等の金額を基礎として計算した金額 １５万００００円 

 上記金額は、原告Ａの平成１３年度終了の時における資本等の金額である６０００万

円の千分の２．５に相当する金額である（法人税法施行令７３条１項１号イ）。 

(b) 所得の金額を基礎として計算した金額 ３１６万７３２９円 

 上記金額は、上記アの(ア)の原告Ａの申告所得金額３７５４万９３４７円に同アの

(イ)の外注費の架空計上額８９７７万円を加算し、原告Ａが本件Ａ法人税申告書に記載

した控除を受ける所得税額６万４１８５円及び控除の対象とした外国法人税額５６万
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１９９１円の合計額を減算した金額の百分の２．５に相当する金額である（法人税法施

行令７３条１項１号ロ、同条２項）。 

イ 納付すべき税額（別表４・順号⑩） ３６７８万００００円 

 上記金額は、下記(ア)の金額から同(イ)の金額を控除した金額（国税通則法１１９条１項に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(ア) 法人税額（別表４・順号⑧） ３７０５万８０００円 

 上記金額は、前記アの所得金額１億２５６６万円（国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）のうち、８００万円については、法人税法６６条２

項及び経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関

する法律（以下「負担軽減法」という。）１６条１項により１００分の２２の税率、残額の

１億１７６６万円については、法人税法６６条１項及び負担軽減法１６条１項により１００

分の３０の税率をそれぞれ乗じて計算した各金額の合計額である。 

(イ) 控除税額（別表４・順号⑨） ２７万７９８０円 

 上記金額は、下記ａの金額と同ｂの金額の合計額である。 

ａ 所得税額の控除額 ６万４１８５円 

 上記金額は、法人税法６８条により控除する所得税額であり、本件Ａ法人税申告書に記

載された金額と同額である。 

ｂ 外国税額控除 ２１万３７９５円 

 上記金額は、法人税法６９条により本件Ａ法人税申告書に記載された控除対象外国法人

税額を基礎に計算した金額である。 

(2) 本件Ａ法人税更正処分の適法性 

 原告Ａの平成１３年度の法人税の納付すべき税額は、前記(1)イのとおり３６７８万円である

ところ、この金額は、本件Ａ法人税更正処分の納付すべき税額（別表２）と同額であることか

ら、本件Ａ法人税更正処分は適法である。 

２ 本件Ａ消費税更正処分の根拠及び適法性 

(1) 本件Ａ消費税更正処分の根拠 

 原告Ａの本件課税期間の消費税の課税標準額並びに納付すべき消費税額及び譲渡割額（以下

「消費税額等」という。）は、次のとおりである。 

ア 課税標準額（別表５・順号①） ９億９７６０万００００円 

 上記金額は、原告Ａの本件課税期間の消費税等の確定申告書（以下「本件消費税等申告書」

という。）に記載された課税標準額（国税通則法１１８条１項により１０００円未満の端数を

切り捨てた後のもの）と同額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表５・順号②） ３９９０万４０００円 

 上記金額は、消費税法２９条により、上記アの課税標準額９億９７６０万円に１００分の４

の税率を乗じた金額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別表５・順号③） １２９０万９４９８円 

 上記金額は、消費税法３０条１項により課税標準額に対する消費税額から控除する金額であ

り、下記(ア)の金額から同(イ)の金額を差し引いた金額である。 

(ア) 確定申告額（別表５・順号④） １６５０万０２９８円 

 上記金額は、原告Ａの本件消費税等申告書に控除対象仕入税額として記載されている金額
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である。 

(イ) 外注費の架空計上に係る消費税相当額（別表５・順号⑤） ３５９万０８００円 

 上記金額は、前記１(1)ア(イ)で述べた外注費の架空計上額８９７７万円に係る消費税相

当額３５９万０８００円である。 

エ 納付すべき税額（別表５・順号⑥） ２６９９万４５００円 

 上記金額は、上記イの課税標準額に対する消費税額から、上記ウの控除対象仕入税額を控除

した金額（国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

オ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表５・順号⑦） ２６９９万４５００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同法７７条の８２により、上記エの納付すべ

き消費税額２６９９万４５００円である。 

カ 納付すべき譲渡割額（別表５・順号⑧） ６７４万８６００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３により上記オの地方消費税の課税標準となる消費税額２

６９９万４５００円に１００分の２５の税率を乗じた金額（地方税法２０条の４の２第３項に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(2) 本件Ａ消費税更正処分の適法性 

 原告Ａの本件課税期間に係る納付すべき消費税の額及び地方消費税の額は、それぞれ前記(1)

エの２６９９万４５００円及び同カの６７４万８６００円であるところ、当該金額は、本件Ａ消

費税更正処分における納付すべき消費税の額及び地方消費税の額（別表３）と同額であることか

ら、本件Ａ消費税更正処分は適法である。 

３ 原告Ａに対する賦課決定処分の根拠及び適法性 

(1) 賦課決定処分の根拠 

 前記１及び２のとおり、本件Ａ各更正処分は適法であるところ、原告Ａは、平成１３年度の法

人税及び本件課税期間の消費税等について、納付すべき税額を過少に申告していたものであり、

納付すべき税額を過少に申告していたことについて国税通則法６５条４項の正当な理由は存在

しない。 

 また、原告Ａは、外注の事実がない本件不具合対応業務について、虚偽の納品書等を作成する

などして、原告Ａの外注費であるかのような外観を作出し、平成１３年度の法人税及び本件課税

期間の消費税等について、納付すべき税額を過少に申告したものであり、この原告Ａの行為は、

国税通則法６８条１項の「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は

一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出し

ていたとき」に該当する。 

 したがって、原告Ａに課されるべき加算税の額は、国税通則法６８条１項に基づき、次のとお

り計算した金額となる。 

ア 本件Ａ法人税賦課決定処分の根拠 

(ア) 重加算税の計算の基礎となるべき税額 ２５５１万００００円 

 上記金額は、原告Ａが本件Ａ法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額（前記１(1)

イの納付すべき税額３６７８万円から、本件Ａ法人税申告書における差引所得に対する法人

税額１１２６万８１００円を控除した金額（国税通則法１１８条３項により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの））である。 

(イ) 重加算税の額 ８９２万８５００円 
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 上記金額は、国税通則法６８条１項により上記アの金額に１００分の３５の割合を乗じて

算出した金額である。 

イ 本件Ａ消費税賦課決定処分の根拠 

(ア) 重加算税の計算の基礎となるべき税額 ４４８万００００円 

 上記金額は、原告Ａが本件Ａ消費税更正処分により新たに納付すべき消費税等の額（前記

２の(1)エの納付すべき消費税額２６９９万４５００円及び同カの納付すべき譲渡割額６７

４万８６００円の合計額３３７４万３１００円から、原告Ａの本件消費税等申告書における

差引消費税額２３４０万３７００円及び同申告書の譲渡割額の納税額５８５万０９００円

を控除した金額（国税通則法１１８条３項により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの））

である。 

(イ) 重加算税の額 １５６万８０００円 

 上記金額は、国税通則法６８条１項により上記アの金額に１００分の３５の割合を乗じて

算出した金額である。 

(2) 賦課決定処分の適法性 

 原告Ａに課されるべき重加算税の額は、本件Ａ法人税賦課決定処分及び本件Ａ消費税賦課決定

処分の額（別表２及び３）と同額であるから、本件Ａ法人税賦課決定処分及び本件Ａ消費税賦課

決定処分はいずれも適法である。 

４ 本件青色取消処分の適法性 

 原告Ａは、平成１３年度において、外注の事実がない本件不具合対応業務についての虚偽の納品

書等を作成し、帳簿書類に記載して、原告Ａの外注費であるかのような外観を作出したものであり、

原告Ａによるこれらの行為は、法人税法１２７条１項３号に規定する仮装の事実に該当するから、

本件青色取消処分は適法である。 

第２ 第２事件に関する被告の主張 

１ 本件Ｂ法人税更正処分の根拠及び適法性 

(1) 本件Ｂ法人税更正処分の根拠 

 原告Ｂの平成１４年度の法人税の所得金額及び納付すべき税額は、次のとおりである。 

ア 所得金額（別表８・順号⑦） ５５０７万６９２１円 

 上記金額は、下記(ア)の金額に同(イ)の金額を加算し、同(ウ)の金額を減算した金額である。 

(ア) 申告所得金額（別表８・順号①） １９７５万７７１８円 

 上記金額は、原告Ｂが平成１４年度の法人税の確定申告書（以下「本件Ｂ法人税申告書」

という。）に記載した所得金額である。 

(イ) 受贈益計上もれ（別表８・順号②） ３５５３万２０００円 

 上記金額は、原告Ｂが原告Ａから本件不具合対応業務を受注したとして、平成１３年度に

計上した売上に消費税等相当額を加算した金額のうち、原告Ｂが平成１３年度末において売

掛金として経理処理し、平成１４年４月３０日に同売掛金の回収として入金がされた金額で

ある（別表９）。本件不具合対応業務を原告Ｂが行った事実がないことから、上記金額は、

原告Ａからの金銭の贈与と認められるので、上記金額は平成１３年度の原告Ｂの売上から減

算され、贈与時の受贈益として平成１４年度の益金の額に算入される。 

(ウ) 貸倒引当金繰入限度超過額の損金算入額（別表８・順号④） ２１万２７９７円 

 上記金額は、神田税務署長が原告Ｂに対し平成１５年６月９日付けでした平成１３年度の
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法人税の更正処分において損金の額に算入されないとした原告Ｂの貸倒引当金繰入限度超

過額２１万２７９７円と同額である（法人の所得金額の計算上損金の額に算入された貸倒引

当金勘定の金額は、当該事業年度の翌事業年度の所得金額の計算上、益金の額に算入される

ことから（法人税法５２条１０項）、原告Ｂは、上記金額を平成１３年度の損金として計上

し、平成１４年度の益金の額に算入したが、上記の更正処分において上記金額が損金の額に

算入されないこととなったことに伴い、上記金額を平成１４年度において益金の額に算入す

る必要がなくなったことから原告Ｂの所得金額から減算する。）。 

イ 課税留保金額（別表８・順号⑨） １５６０万６０００円 

 上記金額は、法人税法６７条（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）

２項により、上記アの所得金額のうち、留保した金額５４０２万３９７６円（原告Ｂが本件Ｂ

法人税申告書の別表４に記載した留保金額１８７０万４７７３円に上記ア(イ)の金額３５５

３万２０００円を加算して上記ア(ウ)の金額２１万２７９７円を減算した金額）から下記(ア)

ないし同(ウ)の金額を控除して算出した金額（国税通則法１１８条１項により１０００円未満

の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(ア) 控除される法人税額 １５８５万２４７３円 

 上記金額は、法人税法６７条２項により、下記ウ(ア)の法人税額から同(ウ)の控除税額を

控除した金額である。 

(イ) 控除される住民税額 ３２８万７７３９円 

 上記金額は、法人税法施行令１４０条により、下記ウ(ア)の法人税額１５８８万２８００

円に１００分の２０．７を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 留保控除額 １９２７万６９２２円 

 上記金額は、法人税法６７条３項１号により、前記アの所得金額５５０７万６９２１円に

１００分の３５を乗じて算出した金額である。 

ウ 納付すべき税額（別表８・順号⑬） １７３３万５０００円 

 上記金額は、下記(ア)の金額に同(イ)の金額を加算し、同(ウ)の金額を控除した金額（国税

通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(ア) 法人税額（別表８・順号⑧） １５８８万２８００円 

 上記金額は、前記アの所得金額５５０７万６０００円（国税通則法１１８条１項により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）のうち、８００万円については、法人税法６６

条２項及び負担軽減法１６条１項により１００分の２２の税率、残額の４７０７万６０００

円については、法人税法６６条１項及び負担軽減法１６条１項により１００分の３０の税率

をそれぞれ乗じて算出した各金額の合計額である。 

(イ) 課税留保金額に対する税額（別表８・順号⑩） １４８万２５７０円 

 上記金額は、法人税法６７条１項及び租税特別措置法６８条の３の２（平成１４年法律第

７９号による改正前のもの）２項により、前記イの課税留保金額１５６０万６０００円に１

００分の１０の割合を乗じて計算した金額１５６万０６００円の１００分の９５に相当す

る金額である。 

(ウ) 控除税額（別表８・順号⑫） ３万０３２７円 

 上記金額は、下記ａの金額と同ｂの金額の合計額である。 

ａ 所得税額の控除額 １万４９２３円 
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 上記金額は、法人税法６８条により控除する所得税額であり、本件Ｂ法人税申告書に記

載された金額と同額である。 

ｂ 外国税額控除 １万５４０４円 

 上記金額は、法人税法６９条により控除する外国税額であり、本件Ｂ法人税申告書に記

載された金額と同額である。 

(2) 本件Ｂ法人税更正処分の適法性 

 原告Ｂの平成１４年度の法人税の納付すべき税額は、前記(1)ウのとおり１７３３万５０００

円であるところ、この金額は、本件Ｂ法人税更正処分の納付すべき税額（別表７）と同額である

ことから、本件Ｂ法人税更正処分は適法である。 

２ 本件Ｂ法人税賦課決定処分の根拠及び適法性 

(1) 本件Ｂ法人税賦課決定処分の根拠 

 前記１のとおり、本件Ｂ法人税更正処分は適法であるから、原告Ｂに課されるべき過少申告加

算税の額は、次のとおり算出した金額となる。 

ア 過少申告加算税の計算の基礎となるべき税額 １２０７万００００円 

 上記金額は、原告Ｂが本件Ｂ法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額（前記１(1)

ウの納付すべき税額１７３３万５０００円から、本件Ｂ法人税申告書における差引所得に対す

る法人税額５２５万６７００円を控除した金額（国税通則法１１８条３項により１万円未満の

端数を切り捨てた後のもの））である。 

イ 過少申告加算税の額 １５４万６５００円 

 上記金額は、国税通則法６５条１項に基づき、前記アの税額１２０７万円に１００分の１０

の割合を乗じて算出した金額１２０万７０００円と、同条２項に基づき、原告Ｂが本件Ｂ法人

税更正処分により新たに納付すべき税額１２０７万８３００円のうち期限内申告税額に相当

する金額５２８万７０２７円を超える部分に相当する税額６７９万円（国税通則法１１８条３

項により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合を乗じて算出した金

額３３万９５００円との合計額である。 

(2) 本件Ｂ法人税賦課決定処分の適法性 

 原告Ｂに課されるべき過少申告加算税の額は、本件Ｂ法人税賦課決定処分の額を上回るから、

本件Ｂ法人税賦課決定処分は適法である。 

以上 
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別表１ 青色申告の承認の取消しの経緯 

区分 年月日 趣旨等    

取 消 処 分 平成15年5月29日     

異議申立て 平成15年6月20日 取消しを求める    

異 議 決 定 平成15年9月19日 棄却    

審 査 請 求 平成15年10月14日 取消しを求める    

青
色
申
告
の
承
認
の
取
消 

審 査 裁 決 平成17年6月22日 棄却    

 

別表２ 原告Ａの法人税の課税の経緯 （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 課税留保金額 納付すべき税額 重加算税の額  

確 定 申 告 期 限 内 37,549,347 9,128,000 11,268,100   

更 正 等 平成15年5月30日 155,285,683 0 45,666,800 12,036,500  

異議申立て 平成15年6月20日 37,549,347 9,128,000 11,268,100 0  

異 議 決 定 平成15年9月19日 （棄却）  

審 査 請 求 平成15年10月14日 37,549,347 9,128,000 11,268,100 0  

法
人
税 

審 査 裁 決 平成17年6月22日 125,660,683 0 36,780,000 8,928,500  

 

別表３ 原告Ａの消費税等の課税の経緯 （単位：円） 

区分 年月日 課税標準 
仕入税額 

控除の額 

納付すべき 

消費税の額 

納付すべき 

地方消費税の額 
重加算税の額

確 定 申 告 期 限 内 997,600,000 16,500,298 23,403,700 5,850,900 

更 正 等 平成15年5月30日 997,600,000 11,709,498 28,194,500 7,048,600 2,093,000

異議申立て 平成15年6月20日 997,600,000 16,500,298 23,403,700 5,850,900 0

異 議 決 定 平成15年9月19日 （棄却） 

審 査 請 求 平成15年10月14日 997,600,000 16,500,298 23,403,700 5,850,900 0

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税 

審 査 裁 決 平成17年6月22日 997,600,000 12,909,498 26,994,500 6,748,600 1,568,000
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別表４ 

 平成１３年度の法人税の所得金額及び法人税額 （単位：円） 

区分 順号 金額 

申 告 所 得 金 額 ① 37,549,347

外 注 費 の 架 空 計 上 ② 89,770,000加
算 加 算 計 （ ② ） ③ 89,770,000

寄 附 金 ④ 58,726,500減
算 減 算 計 （ ④ ） ⑤ 58,726,500

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 ⑥ 57,067,836

所得金額（①＋③－⑤＋⑥） ⑦ 125,660,683

法 人 税 額 ⑧ 37,058,000

控 除 税 額 ⑨ 277,980

納 付 す べ き 税 額 （ ⑧ － ⑨ ） ⑩ 36,780,000

 

別表５ 

 本件課税期間の消費税等の額 （単位：円） 

区分 順号 金額 

課 税 標 準 額 ① 997,600,000

課税標準額に対する消費税額 ② 39,904,000

控 除 対 象 仕 入 税 額 ③ 12,909,498

確 定 申 告 額 ④ 16,500,298
内訳 

外 注 費 の 架 空 計 上 ⑤ 3,590,800

消
費
税 

納付すべき税額（②－③） ⑥ 26,994,500

課税標準となる消費税額 ⑦ 26,994,500
地
方
消
費
税

納 付 す べ き 譲 渡 割 額 ⑧ 6,748,600

 

別表６ 

 平成１３年度における外注費の計上額及び支払額 （単位：円） 

外注先 計上年月日 順号 外注費及び消費税等計上額 支払年月日 順号 支払額 

① 23,030,000
Ｂ 平成14年1月31日 

② 消費税等  1,151,500
平成14年2月28日 ⑨ 24,181,500

③ 32,900,000
Ｂ 平成14年2月28日 

④ 消費税等  1,645,000
平成14年3月20日 ⑩ 34,545,000

⑤ 33,840,000
Ｂ 平成14年3月31日 

⑥ 消費税等  1,692,000
未払い  

⑦ 89,770,000
合計 

⑧ 消費税等  4,488,500
 ⑪ 58,726,500
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別表７ 

 原告Ｂの法人税の課税の経緯 （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 課税留保金額 納付すべき税額 
過少申告 

加算税の額 

確 定 申 告 期 限 内 19,757,718 0 5,256,700 

更 正 等 平成16年6月29日 55,076,921 15,606,000 17,335,000 1,546,000

異議申立て 平成16年7月28日 19,757,718 0 5,256,700 0

異 議 決 定 平成16年10月28日 （棄却） 

審 査 請 求 平成16年11月22日 19,757,718 0 5,256,700 0

審 査 裁 決 平成17年10月26日 （棄却） 

 

別表８ 

 平成１４年度の法人税の所得金額及び法人税額 （単位：円） 

区分 順号 金額 

申告所得金額 ① 19,757,718 

受贈益計上もれ ② 35,532,000 加
算 加算計（②） ③ 35,532,000 

貸倒引当金繰入限度超過額の損金算入額 ④ 212,797 減
算 減算計（④） ⑤ 212,797 

所得金額（①＋③－⑤） ⑦ 55,076,921 

法人税額 ⑧ 15,882,800 

課税留保金額 ⑨ 15,606,000 留
保 課税留保金額に対する税額 ⑩ 1,482,570 

法人税額計（⑧＋⑩） ⑪ 17,365,370 

控除税額 ⑫ 30,327 

納付すべき税額（⑪－⑫） ⑬ 17,335,000 

 

別表９ 

 平成１４年度における売上の計上額及び入金額 （単位：円） 

売上先 
売上及び売掛金 

計上年月日 
順号 売上及び消費税等計上額 入金年月日 順号 入金額 

① 33,840,000
Ａ 平成14年3月31日 

② 消費税等  1,692,000
平成14年4月30日 ⑤ 35,532,000

③ 33,840,000
合計 

④ 消費税等  1,692,000
 ⑥ 35,532,000
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別表１０ 

  不具合対応実績表（平成13年11月ないし平成14年3月） 

順号 作業者名 システム名 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

①コード統一化 272.0 14.0 227.0 0.0 0.0 513.0

④e-commerce 

⑤Ｈ対応 

0.0

0.0

0.0

215.3

0.0

0.0

228.5 

0.0 

240.5 

0.0 

469.0

215.3
1 Ｊ 

計 272.0 229.3 227.0 228.5 240.5 1,197.3

①コード統一化 0.0 103.3 0.0 0.0 0.0 103.3

③商流仲介 251.0 125.5 0.0 0.0 0.0 376.5

⑥補材治工具管理 0.0 0.0 206.5 229.5 235.5 671.5
2 Ｘ 

計 251.0 228.8 206.5 229.5 235.5 1,151.3

①コード統一化 0.0 106.0 217.5 212.5 186.0 722.0

⑤Ｈ対応 0.0 84.0 0.0 0.0 0.O 84.03 Ｓ 

計 0.0 190.0 217.5 212.5 186.0 806.0

①コード統一化 0.0 269.0 24.0 0.0 0.0 293.0

④e-commerce 0.0 0.0 0.0 0.0 214.0 214.04 Ｌ 

計 0.0 269.0 24.0 0.0 214.0 507.0

5 Ｖ ①コード統一化 0.0 87.3 0.0 0.0 0.0 87.3

①コード統一化 0.0 224.3 214.0 0.0 0.0 438.3

④e-commerce 0.0 0.0 0.0 229.5 228.0 457.56 Ｚ 

計 0.0 224.3 214.0 229.5 228.0 895.8

7 ｂ ②24H対応 0.0 0.0 183.5 174.0 225.0 582.5

8 Ｍ ②24H対応 0.0 0.0 242.5 218.0 221.5 682.0

②24H対応 0.0 0.0 0.0 278.5 267.0 545.5

③商流仲介 177.5 0.0 254.5 0.0 0.0 432.09 ｄ 

計 177.5 0.0 254.5 278.5 267.0 977.5

10 ｅ ②24H対応 0.0 0.0 0.0 90.0 0.0 90.0

11 ｍ ②24H対応 0.0 0.0 0.0 0.0 236.5 236.5

12 ｎ ②24H対応 0.0 0.0 0.0 0.0 205.5 205.5

13 Ｑ ②24H対応 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

③商流仲介 232.5 218.5 235.0 0.0 0.0 686.0

④e-commerce 0.0 0.0 0.0 231.0 241.5 472.514 ｇ 

計 232.5 218.5 235.0 231.0 241.5 1,158.5

③商流仲介 0.0 103.3 0.0 0.0 0.0 103.3

④e-commerce 0.0 0.0 0.0 229.5 0.0 229.515 ｈ 

計 0.0 103.3 0.0 229.5 0.0 332.8

③商流仲介 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0 60.0

④e-commerce 0.0 0.0 0.0 224.5 288.0 512.516 Ｕ 

計 0.0 60.0 0.0 224.5 288.0 572.5

17 Ｎ ③商流仲介 0.0 0.0 238.5 270.0 183.0 691.5

18 Ｔ ③商流仲介 0.0 0.0 259.5 0.0 0.0 259.5

19 Ｗ ③商流仲介 0.0 0.0 239.5 239.0 217.5 696.0

20 ｔ ④e-commerce 0.0 0.0 0.0 206.5 222.0 428.5

21 ｙ ④e-commerce 0.0 0.0 0.0 0.0 228.0 228.0

⑤Ｈ対応 217.0 0.0 0.0 225.0 209.0 651.0

⑥補材治工具管理 0.0 0.0 197.5 0.0 0.0 197.522 Ⓐ 

計 217.0 0.0 197.5 225.0 209.0 848.5

23 Ⓑ ⑤Ｈ対応 0.0 0.0 216.0 72.0 0.0 288.0

24 Ｏ ⑤Ｈ対応 0.0 0.0 217.0 0.0 0.0 217.0

25 Ⓒ ⑤Ｈ対応 0.0 0.0 199.0 0.0 82.0 281.0

26 Ⓓ ⑤Ｈ対応 0.0 0.0 202.5 72.0 0.0 274.5
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27 ｊ ⑥補材治工具管理 0.0 0.0 111.0 0.0 0.0 111.0

28 ｉ ⑥補材治工具管理 0.0 0.0 228.0 254.5 284.0 766.5

29 Ｒ ⑥補材治工具管理 0.0 0.0 99.0 0.0 0.0 99.0

30 Ⓔ ⑥補材治工具管理 0.0 0.0 0.0 229.0 212.0 441.0

  総合計 1,150.0 1,610.5 4,012.0 3,913.5 4,476.5 15,162.5

（備考） 

「システム名」欄の略称は、次のとおり「作業実績調査結果」の「サブシステム名」を指す。 

(1) 「①コード統一化」は、「02-01-001 『コード統一化』品質不良対応」を指す。 

(2) 「②24H対応」は、「02-01-002 『24時間対応』品質不良対応」を指す。 

(3) 「③商流仲介」は、「02-O1-004 『商流仲介』品質不良対応」を指す。 

(4) 「④e-commerce」は、「02-01-006 『調達e-commerce』品質不良対応」を指す。 

(5) 「⑤Ｈ対応」は、「02-01-008 『Ｈ対応』品質不良対応」を指す。 

(6) 「⑥補材治工具管理」は、「02-01-012 『補材治工具管理』品質不良対応」を指す。 


